
記載例別記第１号様式（規程第８条関係）

平成 年 月 日

使 用 承 認 申 請 書

北海道立総合研究機構理事長 様

住 所： 〒 ）（ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○
札幌市○区北○○条東○○丁目○番地

○○食品株式会社企 業 名：
ふ り が な

代表者職・氏名： 印代表取締役社長 ○○ ○○
ふ り が な

０１１－×××－××××電 話：
０１１－×××－××××Ｆ Ａ Ｘ：

× × × × ＠ ｈ ｏ ｋ ｋ ａ ｉ ｄ ｏ － ○○ .co. j pＥメール：

地方独立行政法人北海道立総合研究機構インキュベーション施設の使用に関する規

程第８条の規定により、次のとおり申請します。また、同規程第13条の規定に同意い

たします。

平成 ２１年 ７月 １２日からインキュベーション施設

平成 ２２年 ７月 １１日までの使用期間

○○○○の開発に関する研究研究の課題名

○○○○○○○○○○の特性を応用し、○○○○○○研究の目的、

○○○○食品を開発することを目的とする。必要性など

・○○○○○の有効成分分析研究の内容

・○○○○○の効果的抽出方法の検討
・○○○○○の活用方法の検討・製品化

製品開発室 □□ □□インキュベーション

施設の使用者職氏名

製品開発室 ■■ ■■

※複数の使用者がインキュベーションスペースを交代で使用する備考

場合に記入してください。



（企業名： ）

技術開発期間 【着 手】 ２２年 ７月 【完了見込】 ２２ 年 ７月

研 究 工 程 の 概 要 取組期間 取組場所

・○○○○○の有効成分分析 ７～９月 道立食品加工研究研

センター究

ス
・○○○○○の効果的抽出方法の検討 10～３月 道立食品加工研究ケ

センタージ

ュ

・○○○○○の活用方法の検討・製品化 ４～７月 道立食品加工研究｜

センター及び当社ル

製品開発室

区 分 予算額 千円 調 達 先 等（ ）

資

６，０００事業合計費
金

２，０００自己資金

計

２，０００ △△銀行借入金

画

２，０００ 北海道中小企業総合支援センター研究開発助成補助金

その他

【特 許】 件 （登録済 件、出願中 件）

【実用新案】 件 （登録済 件、出願中 件）

※ 【主なもの】

工業所有権

※必要に応じて記入すること



（企業名： ）

氏 名 年齢 最終学歴 所属(又は職歴) 資 格 等

□□ □□ 34 当社製品開発室□□大学大学

院農学研究科

技術開発

■■ ■■ 31 〃研 ■■大学農学
部

担 当 者

究

体

○○ ○○ 50 ○○大学 ○○大学大学院○
○研究科 教授

外 部

●● ●● 42 ●●大学●● 食品加工研究セン制
学部 ター●●●●部●

●●●グループ
協力者等

※

研 究

体 制 図

特記事項等

※必要に応じて記入すること



（企業名： ）

設立年月日 日 資本金 万円 従業員 (正社員) 名５年１０月１ 3,000 30

・○○○○加工品製造販売企 業 の

・○○○○仕入販売事 業 概 要

・○○○○主 な 生 産

・○○○○加工製品(販売)品目

・○○○グループ主な取引先

・スーパー○○○○
・○○○○○

・○○ ○○（４０％）主 な 株 主
・●● ●●（２０％）
・株式会社□□（１０％）と比率（％）

・■■株式会社（１０％）
・◎◎ ◎◎（１０％）

研 究 部 門 有 【名 称】 【人 員】 ２ 名製品開発室

無 【年間予算】 3,000 千円

直近２年間

の業績 決 算 期 ２２ 年 ３ 月期 ２１ 年 ３ 月期

(単位:千円)

売 上 高 １，２００，０００ １，１５０，０００

営業利益 ３００，０００ ２８０，０００

経常利益 ３０，０００ ２０，０００

製品開発室 □□ □□連絡担当者 (所属) (職・氏名) 室長

０ １ １－ ××× － × × × × ０１１ － ××× － × × × ×(電話) (Ｆ Ａ Ｘ)

× × × × ＠ ｈ ｏ ｋ ｋ ａ ｉ ｄ ｏ － ○ ○.co .j p(Ｅメール)

（注） １ 欄が小さくて記入できない場合は、別様とすること。

２ 技術開発に関する仕様書、図面及び工程図等がある場合は、添付すること。

３ 必要に応じて、事業概要等に関する資料を添付すること。



別記第２号様式（規程第11条関係）

平成 年 月 日

使 用 承 認 期 間 更 新 申 請 書

北海道立総合研究機構理事長 様

住 所： 〒 ）（

企 業 名：
ふ り が な

代表者職・氏名： ,
ふ り が な

電 話：

Ｆ Ａ Ｘ：

Ｅメール：

地方独立行政法人北海道立総合研究機構インキュベーション施設の使用に関する規

程第11条の規定により、次のとおり申請します。

更 新 期 間 平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで

更新の理由

（注）１ 欄が小さくて記入できない場合は、別様とすること。


